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負債 ・持分の区分規準の展開とその理論的含意
一FASB1990年 討議 資 料 を 中心 に

池 田 幸 典

1 は じ め に

[

」

財 務 会 計 基 準 審 議 会(以 下 「FASB」 と略 称)が 概 念 フ レー ム ワー ク に お い

て提 起 し て い る 「資 産 負 債 ア プ ロー チ」'〕に お い て,資 産 か ら負 債 を 控 除 した

「残 余」(FASB[1985]pars.49-50)と し.ての持 分 の金 額 を 画定 す る こ とは,

資 産 負 債 ア プ ロー チ に依 拠 した利 益 概 念 で あ る 「包 括 利 益 」(comprehensive

income)の 算 定 に と って重 大 な 問題 と な る 。 な ぜ な ら,包 括 利 益 は 「出 資 者

以 外 の源 泉 か らの取 引 そ の他 の事 象 及 び環 境 要 因 か ら生 じる一..期間 に お け る営

利 企 業 の持 分 の 変動 」(FASB[1985]par.70)で あ り,持 分 の変 動 を基 礎 と し

て算 定 され るか らで あ る2,。 しか し,持 分 は 資 産3,か ら負 債 を控 除 した 「残 余 」

とされ る こ とか ら明 らか な よ うに,持 分 は 資 産 お よ び負 債 か ら独 立 して決 定 さ

れ ない(FASB[1.985]par.213)も の で あ る た め,持 分 金 額 を決 定 す る た め に

は,資 産 お よ び 負 債 の 金 額 の 画 定 が 前 提 に な る 。 こ の よ うな 事 情 か ら,「 負

1)「 資産負 債アプローチ」 とい う用語 については,藤 井[1997]53-55ペ ー ジにそ ってい る。

2)た だ し,出 資者による投資お よび出資者への分配 といった資本取 引による持分 の変動 は,包 括

利益か らは除外 され るわ けで あるか ら.FASBも,何 らかの資本取引概 念を想定 してい るもの

とみ られ る。FASBは,「 出資者 による投 資お よび 出資者 への分配」 を,「 企業 と,所 有 主 とし

ての出資者 との間の取 引」(FASB.[1985]pan68)と み な しているが,「 出資 者」 については,

厳密 には定義 されてい ない。ゆ えに,FASBが 想定 する資本取引概念 〔出資者に よる投 資お よ

び出資者への分配)の 内容 は,明 示 されていない以上不明で ある。明示 されていないFASBの

資本取 引概念 を明 らか にす るには.慎 重な検討が必要 となるであろ う,

3)FASB概 念7レ ームワー クにおい て資産は,「 過去の取引 または事 象の結 果 として,あ る特定

の実 体 によ り取得 ま たは支 配 され てい る,発 生の可 能性 の 高 い将来 の経 済的 便益 で ある」

(FASB[1985]par.25)と 定義 され てい る。
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債 ・持 分 の 区分 」 が,持 分 金 額 の画 定,ひ い て は持 分 の変 動(た だ し資 本 取 引

に よる持 分 の変 動 を除 く。 以 下 同 じ)た る包 括 利 益 の 算 定 に と って 重 要 な 問 題

に な る ので あ る。

資 産 負債 ア プ ロ ー チ を採 るFASBの 概 念 フ レー ム ワー クに お い て,負 債 と

持 分 を 区 分 す る規 準 は,「 過 去 の 取 引 ま た は事 象 の結 果 と して,特 定 の実 体 が

他 の実 体 に対 して,将 来,資 産 を譲 渡 しまた は用 役 を提 供 しな け れ ば な らな い

現 在 の 義 務 か ら生 じ る,発 生 の 可 能 性 の 高 い 経 済 的 便 益 の 犠 牲 」 とい う,

FASBの 負 債 の 定 義(FASB[1985]par.35)で あ る。 す なわ ち,あ る貸 借 対.

照 表 項 目が負 債 で な けれ ば,消 去 法 的 に持 分 に区 分 さ れ る こ とに な る の で あ る。

しか し,「 持 分 と負 債 の 境 界 線 は,概 念 上 は 明 確 で あ る に もか か わ らず 実 務 ヒ

は不 明 瞭 で あ る」(FASB[1985]par,55)と さ れ る。 す なわ ち負 債 と持 分 を具

体 的 に どの よ うに 区分 す るか は,概 念 フ レー ム ワー クに お い て は,負 債 と持 分

の 「定 義 を適 用 す る とい う実 務 上 の 問 題 」(FASB[1985]par.59)と され,

FASB概 念 書 籍6号 で は,当 該 区 分 の 明確 化 は将 来 の 課 題 と して 先 送 りさ れ

て い るので あ る。

しか し,金 融 市 場 の 進 展 に伴 い,.負 債 と持 分 の両 方 の性 質 を持 った さ まざ ま

な金融商品が登場 し・負債と研 嘩 劉 よいっそう曖昧になりつつあ り・した.

が って ま たそ う で あ るが ゆ え に,当 該協 会 の 区分 基 準 の画 定 問 題 は こん にち,

益 々 そ の緊 急 性 を高 め て い る。

こ う した現 状 を踏 ま え てFASBは,1986年5月 に開 始 さ れ た 金 融 商 品 プ ロ

ジ ェク トにお い て,負 債 と持 分 の両 方 の性 質 を持 った 金 融 商 品 の 会計 処 理 問題

を討 議 事 項 に加 え,ユ990年8月 に そ の成 果 と して 討議 資料 『負債 金融 商 品 と持

分 金 融 商 品 の 区 分,な らび に負 債 と持 分 の両 性 質 を持 つ 金 融 商 品 の 会計 処 理 に

関 す る諸 問題 の分 析 』.(FASB[1990],以 下 「199⑪年 討 議 資 料 」 と略 称)を 公

表 した 。 この1990年 討 議 資 料 は,金 融 商 品 プ ロ ジ ェ ク トの 一環 と して公 表 され,

FASBが 金 融 商 品 の 多 様 化 に 伴 う 「負 債 ・持…分 の 区 分 問題 」 に 取 り組 ん だ 初

め て の 文 献 で あ る1990年 討 議 資 料 につ い て は す で に い くつ か の文 献 に おい て
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紹 介 ・検 討 が な され て い るが,FASBが 負 債 と持 分 を どの よ うに 区 分 す るか

につ い て の立 ち入 った 検 討 はほ とん ど皆 無 の よ うに思 わ れ る。

そ こで 本 稿 で は,こ の1990年 討 議 資 料 の 検 討 に お い て,FASBが 負 債 ・持

分 の 区分 を どの よ う}と具 体 化 しよ う と して い るの か を 明 らか に した ヒで,そ の

理論的含意を検討 したいとおもう。かかる検討を通 じて,ま すまず複雑になる

貸方の区分の明確化について一つの.方向を提示で きれば幸いである。さらに

FASBの 過去の基準.設定活動の問題点を指摘で きれば幸いである。

111990年 討 議 資 料 の 概 要

まず1990年 討 議 資 料 の 内容 を概 観 して お きた い01990年 討議 資料 は,以 下 に

見 る よ うに,序 章 と4つ の 章 お よび3つ の付 録 か ら成 る。 以 下.1990年 討 議 資

料 か らの 引用 につ い て は,パ ラ グ ラ フ番 号 の み を記 す こ とに よ り,出 所 を示 す

こ とに す る 。

序 章(pars.1-29>

第1章 基 礎 的 金 融 商 品 ア プ ロー.チ(pars.30-55)

第2章 負 債 金 融 商 品 と持 分 金 融商 品 の 区分(pars.56-228)

第3章 所 有 者 との特 定 の 取 引 に 関 す る 会計 処 理(pars.229-266)

第4章 負 債 と持 分(も し くは 資 産 と持 分)の 両 方 の性 質 を持 っ た複 合 金 融

商 品 に 関す る,発 行 者 側 の 会 計 処 理(pars.267-419)

付 録1負 債 金融 商 品 と持 分 金 融 商 品 の 区 分 に関 す る米 国 政 府機 関 の試 み

.付 録2連 結 財 務 諸表 の経 済 的単 一 体 理 論 と親 会 社 理 論

付 録3負 債 金 融 商 品 と持 分 金 融 商 品 の 区分,並 び に負 債 と持 分 の 両性 質 を

持 つ金 融 商 品 の会 計 処 理 にお ける 国際 的 な試 み

1990年 討議 資 料 は,討 議 資 料 とい う性格 上,様 々 な.議論 が 網 羅 され てい る と

い う意 味 で 「中立 的」(WoodsandSullen[1989]p.47).な 議 論 が展 開 さ れ て

い る。.また,1990年 討 議 資 料 は,FASB概 念 書 第6号 に お け る財 務 諸 表 の構
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成 要 素 の定 義 が 変 更 さ れ る ロ∫能性 を 否定 しな い(par,29)と す るが,そ こで は

FASBの 意 図 す る結論 は 明示 さ れ て い な い41。

上 掲 の諸 章 の うち,.本 稿 に 直接 関係 す る の は,負 債 金 融 商 品 と持 分 金 融 商 品

の 区分 の問 題 を扱 った 第2章 で あ る 。 そ こで,以 下で は,.第2章 で の議 論 をや

や 立 ち 入 った か た ちで 追 跡 して い くこ とに した い㌔

第2章 で は,(A>現 行 の 概 念 フ レー ム ワー ク を 前 提 に した議 論 〔pars.59-

181)と,(B)現 行 の概 念 フ レー ム ワー ク を前 提 と し な い 議 論(pars.182-

228)に 分 か れ,.さ らに(B)は,次 の3つ の見 解 に分 か れ る。

(B-1)持 分 を独 立 して 定 義 し,.負 債 を 残 余 とす る 見解(pars.183-199)

(B-2)負 債 と持 分 の 問 に第3の 要 素 を追 加 す る見 解(pars.zOO-118)

(B-3)負 債 ・持 分 の 区分 を除 去 す る見 解(pars.219-228)

1現 行 の 概 念 フ レー ム ワ ー ク を前 提 と した議 論

こ の 議 論 で は,強 制 償 還 優 先 株 式(血andatorilyred㏄mablepreferredstock)6;

や 自社 の 株 式 を 対 象 と し た 売 建 プ ッ ト ・オ プ シ ョ ン(putoptionwrittenonan

enterprise'sownstock,以 下 「POW」 と 略 称)7),あ る い は 自 社 の 株 式 を 対 象

と し た 先 達 コ ー ル ・ オ プ シ ョ ン(calloptionwrittenonanenterprise'sown

4>本 稿 の目的は,明 示されてはいないが暗示 されている結論 を,1990年 討議資料 の検討 を通 じて

明 らかにす ることであ る。

5)1990年 討議 資料の 第1章 につ いては,椛 田[19966]を,第4章 につい ては小 宮山[1993]

および古賀[1996]を 参照。第3章 についtは,後 日の検 討に委ね たい。 ただ し,付 録 の内容 に

については,こ こで は割愛す る。本稿では第2章 のみを検 討するが,第2章 を紹介 ・検討 した も

の として,上 田[1994]お よび椛 出[19966]が 挙げ られ るので.そ れ らもあわせて参照 された

い。

6)「 強制償還優 先株式」 とは,「特 定の時期に特定の価格で償 還す る義務 を内包 し,ホ ルダ「に

発 行企業の資産 を譲渡す る とい う,強 制的な義務を含 む」(p肛.7帥 優 先株の ことで ある。 もっ

とも,「 強制償 還優先 株式」 も,優 先株式 に売建償還 オプシ ョンが付 加された複合金融商品 と見

るユ もで きる(Ame面canAc仁Du[t6ngAssociation'sFinancialAccountingStandardsCc㎜1し

tee[1999]p.307)。 しか し,FASBの1990年 討議 資料で は、強制償 還優 先株式全体 をいか に区

分す るかが議論 されている。 なお,1990年 討議資料 にお ける強制償 還優 先株式の議論 については,

次 を参照。上田[1994」179-181ペ ー ジ,椎 田[19966]45ペ ージ。

7)「 自社の株式 」 とい う訳語 については,他 出[1999aユ67ペ ージ,脚 瀞)を 参照。
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stock,以 下 「COW」 と略 称)呂,な どの 個 別 の 項 目 に つ い て議 論 が 展 開 さ れ て

お り,「 資 産 か 持 分 の 減 少 か」 とい う問 題 提 起 が な され る項 目 につ い て の議 論

(pars.161-181)を 除 け ば,概 念 フ レー ム ワ ー ク を前 提 に した 個 別 項 目 につ い

て の議 論 で は,負 債 とす る見 解 と持 分 とす る見 解 の.2つ が対 立 的 に提 示 さ れ て

い る。

しか し,お も に問 題 に な って い る項 目 は,株 式 を 買 戻 す 義 務 た るPOWと,

株 式 を発 行 す る義 務 た るCOWで あ る 。.そこで 以 下 で は,POWとcowの

会計 上 の取 扱 い をめ ぐる議 論 に 的 を絞 って1990年 討 議 資 料 の 議 論 を概 観 す る。

POWは 株 式 オ プ シ ョ ンの …種 で あ るが,株 式 を発 行 した企 業 が ラ イ ター と

して プ ッ ト ・オ プ シ ュ ンを 売 却 す る取 引 で あ る。 よ っ.てPOWに 関 す る取 引

に お い て は,ラ イ ダー た る企 業 は,オ プ シ ョ ン料 を 受 け取 る代 わ りに,POW

が 行 使 され た 場 合 には 自社 の株 式 〔発 行 済 株 式)を 購.入す る義 務 を負 う こ とに

な り,他 方,ホ ル ダー は,オ プ シ ョン料 を支 払 う代 わ りに,POWを 行 使 した

場 合 に は保 有 す る株 式 を 発 行 会 社 に売 却 す る権 利 を得 る こ と にな る。

1990年 討 議 資 料 で は,対 価 を 払 っ.て自社 の 株 式 を 買 戻 すPOWを 念 頭 に置

い て い る。 す な わ ち,POWが ホ ル ダー に よ っ て行 使 さ れ る と,ラ イ ター た る

企 業 は 自社 の株 式 を一 定 の価 格 で対 価 を支 払 っ て買 戻 さ な けれ ば な らな い 。 こ

の 場 合,1990年 討 議 資 料 発 行 当 時 に 緊 急 問 題 タ 界 ク ・フ ォー ス(Emerging

IssuesTaskF・rce,以 下 「EITF」 と略 称)が 定 め て い た 会 計 ル ー ル(EITF

[1987])9獅,お よ びEITFに よ る 現 行 の 会 計 ル ー ル(ErrF.[1997]p,874B)"

に よれ ば,POWは 持 分 と して処 理 され る.こと}とな る。

と ころが,1990年 討 議 資 料 に お い て は,POWの 会 計 処 理 に 関す る 見解 につ

い て持 分 説 と負 債 説 の2つ が提 起 さ れ て い る1'〕。POWを 持 分 とす る見 解 に お

8)C(.)Wに 該 当 す る もの と して,ワ ラ ン トや ス ト ック ・オ プ シ ョ ンが挙 げ られ る。

9)EITF[1987]に つ い て は,椛 田[1996a].[1996b],[1997]を 参 照 。

10)EITF[1997]に つ い て は,池 田[1999a],[1999b7を 参 照 。

11)た だ し,POWの 対 象 とな って い る株 式 〔underlyingstock)は 脚 「発 行 者 の 持 分 金 融 商 品 で.あ

る こ と に,何 の 問 題 もな い 」(par.97).と さ れ て い る 。
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い て は,POWは 自社 の株 式 の買 戻 しを企 業(POWの ラ.イター)に 義 務 づ け

るだ け なの で,負 債 で は な い とい ケ.i張 が な され る。 また,行 使 を通 告 さ れ た

時 に.卜分 な資 産 と持 分 が な い 場 合 に は 「所 有 者 へ の 資 産 分 配 に対 す る法 的 制

限 」(par.100)が 働 くが故 に,行 使 の通 告 が あ って も 自社 の株 式 の 買戻 しを行

う必 要 は な く,そ れ ゆ え にPOWは 負 債 で は な く持 分 で あ る とい う主 張 が な

さ れ る(par.100)。 さ らに,企 業 がPOWに よ っ て 生 じ た義 務 を 行 使 も し く

は 満 期 以 前 に 消 却 し よ う とす れ ば,企 業 は 自 己 の 裁 量 に も とづ い て 市場 で

POWを 買戻 せ ば よい が,逆 に企 業 はPOWの ホ ル ダー か ら買戻 しを 要求 され

な い の で,POWは 負 債 で は な く持 分 で あ る と い う こ とが 主 張 さ れ る(par.

101)。

い っぽ う,POWを.負 債 とす る見 解 に お い て は,P()Wが な けれ ば 株 式 の発

行 者(す なわ ち ラ イ ター)は 株 式 を買 戻 す 義 務 を有 しな いが,POW取 引 を行

な う こ とに よ っ て,POWの ラ イ ター は株 式 を 買戻 す 義 務(す なわ ち,他 者 が

要 求 す れ ば 現 金 そ の 他 の 資 産 を 引 き渡 す と い う強 制 可 能 な契 約 上 の義 務)を 負

うので,POWは 負 債 で あ る とい う こ とが 主 張 さ れ る(par.102)。 この見 解 の

も とで は,ラ イ ター はP()Wを 市 場 価 格 で 買 戻 す こ とに よ って 義 務 を免 れ 得

る か らPOWは 負 債 で あ る とい う こ とが 主 張 さ れ(par.103),さ ら に,こ の

見 解 の 支持 者 は,持 分 と見 な す 見解 に お け る 「POW[そ の もの]は ホ ル ダー

か らの買 戻 しの 義務 を企 業 に 課 さ な いか ら負 債 で は な く持 分 で あ る」 とい う見

.解 に対 して,「 い か な る売 建 オ プ シ ョン も負 債 と して認 識 し ない こ とを正 当化

す るた め に[当 該 見 解 が1利 用 さ れ る可 能 性 が あ る」(par.104)と 批 判 す る。

cowに つ い て は,「 株 式 購 入 ワ ラ ン トや 従 業 員 ス ト ック ・オ プ シ ョ ンの よ

うに,企 業 に特 定 金 額 で 株式 を発 行 させ る義 務 を持 つ 金 融 商 品 は,負 債金 融 商

品 か持 分 金 融 商 品 か」(par.112)と い う問 が 発 せ ら れ,現 行 の概 念 フ レー ム

ワー ク の負 債 と持 分 の 定 義 に 沿 っ た 見解 と,現 行 の 概 念 フ レー ム ワー クの 負債

と持 分 の定 義 に 合致 しな い見 解 が 提 示 され て い るL2〕。 前 者 は 「自 己株 式 は資 産

12>米 国の 「現行の実務では,COWは 持分金融商品と考えられている」 〔par.113)。
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で は な い 」(par.116)こ とを.前提 に,COWは 「将 来 に お い て他 の実 体 に企 業

の資 産 を 引 き渡 した り,用 役 を提 供 した りす る義 務 を含 まな い 」(par.119)た

め に,概 念 書 第6.号 に お け る負債 の定 義 を満 た さず,し た が って 持 分 に分 類 さ

れ る とい う もの で あ る 。 当該 見 解 に お い て は,COWの 行使 に よ って 生 ま れ る

新 株 主131と,既 存 株 主(preexistingstockholder)の 問 で 価 値 の 移 転 が 起 こ る

だ けで,企 業 実体 に は何 の損 益 も生 まれ ない(pars.119-126)と い う主 張 が な

され る。 当該 見解 は 「企 業 の業 績 を,全 体 と して の株 主 集 団 の 『見 地 』 か ら測

定 す る」(par.137)も の とされ る。 す な わ ち 当 該 見解 に お け る 「報 告 実 体 嬬

所 有 者 と は独 立 した 別個 の経 済 単 位 と して 存在 し,経 営 活 動 を行 って い る企 業

それ 自体.(enterpriseitself)」(par.125)14,と い う こ とに な る。

後 者 に おい て は,自 己株 式 は資 産 で は ない とい う点 にお い て は前 者 と共 通 す

.る もの の,「 企 業 は時 と して現 金 そ の 他 の 資 産 の代 わ りに 自社 の 持 分 金 融 商 品

(株式 な ど)を 用 い る こ と も.あるQで,株 式 を発 行 す る 義務 は 本 質 的 に資 産 を

移 転 す る義 務 と同 じで あ る」(par.129)と い う主 張 が な され る。 この見 解 に お

い て は,C()Wの 行 使 に よ って既 存 株 主 の富 の希 薄 化 が な さ れ,損 失 が生 じ る

とみ な さ れ,報 告 実 体 も 「企 業 そ れ 自体 」 で は な く,既 存 株 主 で あ る と され る

(par..131)o

2現 行の概念 フレーム ワークを前提に しない議論

つ ぎに,現 行 の概 念 フ レー ム ワー クを.前提 に しな い議 論 が どの よ うに展 開 さ

れ て い るか に つ い て,概 観 す る。

13)も っとも..COWの 行使 が起 こ り,COWの ホ」レダーが新株主 になるか否か については、 オプ

シ ョン料を受 け取 った時点で は不明であ る。 したが って,COWの ラ.イタ・一がCOWを 取引開始

当初か ら持分 とする ことについて は,.オ プシ ョンに係る権利行使 を予 断 した会計処理であ るとい

う批判がなされている 〔醍醐[1994]13ペ ー ジ)。

14)「 報告実体の概念 は,連 結財務 諸表,持 分 法お よび関連事項 を含むFASBの 別の プロジェク

トの課題であ る」(FASB[1985]par.盟,n.夏7)か ら,報 告実体 についてに,FASBの 連結会計

(特に連 結基礎 概念)に 関す る文献を検討す る必要が あるが,こ の点については改稿以降 の課題

と したい。
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(B-1)で は,現 行 の概 念 フ レー ム ワー ク に お け る 「資 産一 負 債=持 分 」 と

い う等 式 に代 えて,「 資 産 一持 分=鼻 債 」'51と～・う等 式 が 提 示 され る(par.185)。

そ の 上で,持 分 を独 立 して 定 義 す る方法 と して,(B-1-1>「 持分 を 『絶対 的残

余』 と して 定 義 す る方 法 」(pars.187-190)と,(B-1-2)「 所 有 者 の 権 利 と リ

ス ク に基 づ い て持 分 を定 義 す る方 法」 〔pars.191-199)と い う2つ の 方 法 を挙

げ る 。 〔B-1-1)に お い て は,「 絶対 的残 余」 の範 囲 を め ぐっ て さ ら に意 見 が分

か れ,普 通株 式 のみ を絶 対 的 残 余 とす る見解 や,参 加 的優 先 株 式 を絶 対 的 残余

に 含 め る 見解 な どが 存 在 す る(par.188)と され る。(B-1-2)に おい て}ホ 投

票 権 の存 在 を も って持 分 とす る見 解(par.193)や,所 有 者 と同 レベ ル の リス

クを 有 して い る こ とを もっ て株 式 以 外 の 債 券(ジ ャ ン ク債 や 高 利 回 り債 な ど)

を持 分 とす る.見解 な どが存 在 守 る(par.198)と され る。

(B-2)に つ い てFASBは,3つ の例 を挙 げ て い る 。第1は,米 国証 券 取 引.

委 員 会(以 下 「SEC」.と 略 称)の 会 計 連 続 通 牒 第268号 「財 務 諸 表 にお け る償

還 優 先 株 式 の 表 示 」(SEC[1979])に よ っ て 提 起 さ れ,EITFのIssueNo.

87-31(EITF[1987]〉 に よ っ て明 示 され た 「 一時 的 持 分 」(temporaryequity)

説 で あ る。 第2は,Melcher[1973]に お い て提 唱 さ れ て い る 「偶 発持 分 金 融 」

(contingentequity丘nancing)説 で あ る 。 第3は 米 国 の銀 行 規 制 機 関1",に よ る

銀 行 の 自己 資 本 比 率 規 制 に お い て 用 い られ る 「階層2」(Tier11)説 で あ る 。

一 時 的持 分 と階 層2は と もに 「準持 分」 とい うべ き もので あ り(par .206),偶

発 持 分 金 融 は 「準 負 債 」 に近 い も ので あ る(par.217)。(B-2)を 採 る場 合,

「多 階層 的 な利 益 概 念 が 必 要 とな る 」(par.209)と され る。

(B-3)に 関 して は,「 法 的 に は 貸 手 と株 主 の 区分 を強 調 す るが,経 済 的 に は,

この 両 者 は 同 じで あ る」 とい うBarleandMeans[1932]の 見 解 と,「 資 産=

15)こ の 「資産一持分=負 債」という等式は,単 なる算式としては成立しうるかもしれない,し か

し,「資産一持分=負 債」という等式を会計等式としてみた場合,こ の等式は,資 産と持分が同

質でなければ成立しないため,「会計等式として意味を持ちうるのか」とい う疑問が提示されて
いる(徳 賀[19971112ペ ージ沁

16)1990年 討議資料では,言 つの銀行規制当局として,通 貨管理局,連 邦垂備委員会,連 邦預金保

険会社を挙げている(pa■.205)。
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持 分 」17〕とい うPat。n[1922]の 会 計 等 式 が 引 用 され て い る(pars,221-223)。

そ して,こ の 見解 の 支 持 者 は,「 一般 的 に,金 融 商 品 を,企 業 の 資 産 に対 す る

請 求 権 の優 先 順位 に従 っ て並 べ よ う とす る」(par.220)の で,「 負 債 と持 分 を

.分 け る単 一の 区分 線 を引 き続 け る よ り も,そ れ らの優 先 権 に つ い てで き るだ け

多 くの 情報 を提 供 す る方 が 意 義 が あ ろ う」(par.220)と 考 え る とされ る。 以 上

の こ とか ら,.負 債 ・持 分 の区 分 を放 棄 す る 見解 は,お もに情 報 提 供 の視 点 か ら

.論 じ られ て い る こ とが わ か るIS)。

以 上 に見 て きた よ うな3つ の 見 解 は い ずれ も,現 行 の概 念 フ レー ム ワー クの

根 本 的 な 変 更 の 可 能 性 を 想 定 して い る。 こ うい つた 「よ り過 激 な 代 案 」(par,

13)が 採 用 され れ ば,現 行 のFASB概 念 フ レー ム ワー ク,と りわ け概 念 書 第

6号 に お け る財 務 諸 表 の 構 成 諸 要 素の 定義 は,.再 検 討 お よ び修 正 を余儀 な くさ

れ るで あ ろ う。

な お,(B)で は,個 別 の項 目に つ い て は論 じ られ て い な い し,詳 細 な議 論

も展 開 され て い な い 。 た ん に,各.見 解 の支 持 者 に対 して よ り一層 の詳 細 な議 論

をFASBは 要請 して い る のみ で あ る。 た とえば,.見 解(B-1)に つ い て は,

そ こで 挙 げ られ た様 々 な 見解 を実 行 す る方 法 につ い て の 詳細 を述 べ る よ うに要

請 して い る(pays.186,189,192)し,見 解(B-2)お よ び 見 解(B-3)に つ

い て は,利 益 の概 念 規 定 お よ び利 益 の測 定 につ い て の詳 細 を述 べ る よ うに要 請

して い る(pars.209,228)。 よ って,こ れ,らの議 論 は,内 容 的 に十 分 展 開 され

た もの とは い い が た い で あ ろ う。 この 点 に お い て,(B>に 関 す る議 論 と,

(A)に 関す る議 論 とで は,FASBの ス タ ン ス に大 き な相 違 が あ る こ とを指 摘

せ ざ る を え な い.

17)こ 三で の 「持 分(equities)」 に は,現 行 の 概 念 フ レー ム ワー クの 負 債 と持 分 〔equity)が 含 ま

れ る(par.222)。

18)し た が っ て,こ の よ うな 見解 を 「開 示 志 向 的.企 業 実 体 ア プ ロ・一チ」(Kim皿da艮dWa而 巳ld

[1993]P.31)と 呼 ぶ 論 考 もい る。
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1111990年 討議 資料 に お け るFASBの 意 図

(211)39

前 節 で み て きた よ うに,1990年 討 議 資 料 第2章 で は,お も に負 債 ・持 分 の 区

分 が 問題 に な る個 別 金 融 商 品(強 制償 還 優 先 株式 も個 別 金 融 商 品 とみ な され て

い る)に つ い て議 論 が 展 開 され て い る。 そ の さ い,前 半 で 概 念 フ レー ム ワー ク

に依拠 した議 論 が 行 わ れ,後 半 で概 念 フ.レー ム ワ ー ク に依 拠 しない ア プ ロー チ

に.つい て議 論 が 行 わ れ てい る。 しか も,概 念 フ レー ム ワー ク に依 拠 した 議 論 で

は個 別項 目 につ い て の細 部 にわ た る議 論 が な さ れ て い る が,概 念 フ レー ム ワ ー

ク に依 拠 しな い アプ ロー チ につ い て の 議 論 で は個 別 項 目に つ い て の議 論 は一 切

な され ない 。 さ らに,概 念 フ レー ム ワー ク に依 拠 しな い ア プ ロ ー チ につ い て は,

それ ら の ア プ ロー チ の 支持 者 に詳 細 な議 論 を求 め るか た ち で,.そ の ア プ ロ ー チ

の 問 題 点 を 指摘 す る に と ど ま っ て い る。 以 上 の 理 由 か ら,FASBは1990年 討

議 資料 にお い て,.(前 者 の議 論 と後 者 の議 論 を比 較 す る と)後 者 の議 論 に対 し

て きわ め て消 極 的 な態 度 を と って い る もの と解 さ ざ る を え ない 。

さ らに ま た,序 章 で は,概 念 プ レ」 ム ワー ク に依 拠 しない3つ の ア プ ロー チ

(す なわ ちB-1,B-2,B-3)に 関 し,「 現 行 の負 債 ・持 分 の区 分 に対 して,よ

り過 激 な 変 更 を行 う こ とを,FASBは 真 剣 に考 え るべ きか 否 か 」(par.25.傍

点 は引 用 者).と の 問題 を提 起 して い る こ と も看 過 で きな いで あ ろ う。 とい うg

は,こ う した問 題 提 起 そ れ 自体 が,1990年 討 議 資 料 の作 成 時 点 に おい て,こ れ

らの ア プ ロ ーチ につ い てFASBが 真 剣 に考 え て い な い こ とを 暗 示 して い るか

らで あ る。 つ ま り,議 論 の網 羅 性 を保 つ た め に これ らの ア プ ロ ー チ をた ん に形

どお りに提 起 し,も しか りに コ メ ン ト ・レ ター な どで これ らの ア プ ロ ーチ を求

め る声 が 高 ま れ ば そ れ を(お そ ら くは不 本 意 な が ら)検 討 しよ う と した と さ え

解 釈 しう るの で あ る 。 ま た,第4章 の 冒頭 で は,現 行 の財 務 諸 表 の構 成 諸 要 素

につ い て,概 念 フ レー ム ワー ク を前 提 にす る こ とが 明示 的 に うたわ れ てい る。

これ らの こ とか ら もFASBは,少 な く と も1990年 討 議 資 料 の 時 点 に お い て は,

.概 念 フ レー ム ワー クに お け る財 務 諸 表 の構 成 諸 要 素 の構 造 を 変 更 す る意 図 を有
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していないことが理解されるのである。

また第4章 では,議 論を行うための前提 として,相 手方に現金その他の資産

を引渡す義務(Y()W)は 負債であ り,相 手方に株式等の持分金融商品を引渡

す義務(COW),お よび優先株式は持分であるという仮定を置いている。これ

らの仮定がなければ,第4章 の議論はそもそも成立せず,し たがってこれらの

前提それ自体が第2章 におけるFASBの 意図を物語るものと考えられる。

以上を要するに,199⑪ 年討議資料においてFASBは,概 念フレームワ.一ク

における財務諸表の構成諸要素の構造を変更 しないことを念頭に置いたうえで,

相手方に現金その他の資産を引渡す義務(POW)は 負債に,相 手方に株式等

の持分金融商品を引渡す義務(COW)お よび優先株式は持分に,そ れぞれ区

分 しようとしていることが,明 らかになるのである。

IV1990年 討議 資料 に お け る 「負 債 ・持 分 の 区 分 」 の 具 体 的規 準

で は,FASBは1990年 討 議 資 料 に お い て 具 体 的 に ど の よ う に負 債 と持 分 を

区 分 し よ う と して い る の で あ ろ うか 。 本 節 で は この 問題 を,前 節 の検 討 を手 掛

りに しな が ら具 体 的 に.考察 してみ よ う と思 う。

この 問題 を検 討 す る手 掛 りに な るの は,1990年 討議 資 料 第4章 に お け る前 提

で あ る。1990年 討 議 資 料 第4章 で は,転 換 社 債 や,プ ッ ト ・オプ シ ョ ン付 普 通

株 式 な どの 「複 合 金 融 商 品 」 につ い て議 論 が行 わ れ るが,そ の議 論 に先 立 ち,

1990年 討議 資 料 第2章 で 提 起 さ れ た 問 題 に対 して,「 現 行 の財 務 諸 表 の 諸 要 素

の(定 義 の)構 造 を維 持 す る こ と」(par.269)と,「 ワ ラ ン ト等 の持 分 金 融 商

品 を発 行す る義 務(つ ま りcow一 引用 者 注)お よび優 先 株 式 を持 分 とす る 一

方,自 社 の 株 式 を対 象 と した 売 建 プ ッ ト ・オ プ シ ョ ン(POW)等 の株 式 買 戻

義 務 を負 債 とす る こ と」(par.268).を 仮 定 してい る。 これ らの 仮 定 は 第4章 の

前提 で あ り,前 述 の よ うに この仮 定 が な けれ ば 第4章 の 議 論 は 成 立 しな い 。 ゆ

え に,こ れ らの 仮 定 はそ れ 自体 がFASBの 意 図 を示 す もの で あ る と考 え ら れ

る。
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COWに つ い て は,「 自社 の 株 式 を発 行 す る義 務 を伴 う金 融 商 品 は,負 債 金

融 商 品 か持 分 金 融 商 品 か 」(par,112)と い う問 い が発 せ ら れ,こ れ を 「株 式 を

発 行 す る義 務 」 とみ る説 が提 示 され て い る。 こ れ らの仮 結 論 は,「 株 式 買 戻 義

務 は負 債 で あ り,株 式 発 行 義 務 と優 先株 式 は持 分 で あ る」 と言 い換 え る こ とが

で き るで あ ろ う。1990年 討 議 資 料 第2章.に お い てFASBは,強 制 償 還 優 先 株

式 につ い て これ を 「株 式 を買 戻 す 義 務 」 と して検 討 して い るが,そ れ 以 外 の 優

先 株 式 につ い て は何 も論 じて い な い。 この こ とか ら,焦 点 は,株 式 買戻 義 務 が

負 債 とされ,株 式 発行 義務 が持 分 とされ る規 準 の い か んで あ る こ とが理 解 さ れ

る 。株 式 買 戻 義務 は,義 務 の履 行 に お い て,現 金 等 の 資 産 を引 き渡 す こ とに な

る 。一 方,株 式 発 行 義 務 は,義 務 の履 行 に お い て,株 式(す な わ ち 持 分 金 融 商

品)を 引 き渡 す こ と に な る。 つ ま り,1990年 討 議 資 料 にお い て は,現 金 等 の 資

産 を 引 き渡 す 義 務 は負 債 で あ り,株 式 等 の持 分 金 融 商 品 を引 き渡 す 義 務 は持 分

で あ る とい う仮 定 が な され,FASBは,義 務 の 履 行 にお い て 引 き渡 され る対

象 物 の性 格 に よ って,負 債 と持 分 を 区分 しよ う と して い る こ とがわ か る。

こ れ はFASB概 念 フ レー ム ワー ク が 示 して い る 負 債 お よ び持 分 の 定 義 に

沿 った 規準 で あ る とい い うるで あ ろ う。 概 念 フ レー ム ワー クに お い て は,負 債

が まず 「発 生 の 可 能 性 の 高 い経 済 的便 益 の犠 牲 」(FASB[1985]par.35)と 定

義 さ れ,そ の の ち に持 分 が 「資 産 か ら 負 債 を 控 除 した 金 額 」(FASB[1985]

pars.49-56)と 定 義 さ れ る。 よ って,FASB概 念 フ レー ム ワ一 夕 にお い て は,

貸 借 対 照 表 にお い て 負 債 で な い貸 方項 自 はす べ て持 分 に区 分 され る こ とに な る 。

持 分.金融 商 品 を引 き渡 す 義 務 は,義 務 の 履行 に よる持 分 金 融 商 品 の引 き渡 しか.

ら経 済 的 便 益 〔つ ま り資 産)の 犠 牲 を生 ま な い こ とを理 由 に,FASB4&持 分

金 融 商 品 を引 き渡 す 義 務 を持 分 と して い るの で あ る19〕。換 言 す る と,FASBは

1990年 討 議 資 料 にお い て,資 産 を犠 牲 に しない 義務 を持 分 と区分 しよ う と して

い る 一方 で,資 産 を犠 牲 にす る義 務 を負 債 に 区分 しよ うと して い るので あ る。

以 上 が,FASBが1990年 討議 資 料 にお い て 想 定 して い る 「負 債 ・持 分 の 区 分 」

19)名 越[1995]126ぺ ・一ジ,お よび名越[1999]154ペ ージを参照。
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に 関す る具 体 的 規 準 で あ る 。

そ の 後,FASBが 「負 債 と持 分 に 関 す る概 念 上 の 定 義 が 変 更 され る可 能 性

を追 求 しな い こ とを1992年2月26日 に 決 定 した 」(FASB[1993]par.263)こ

とに よ り,1990年 討 議 資料 に お け る との規 準 は そ の後 の基 準 設 定 にお い て も踏

襲 され,「 概 念書 第6号 は,あ る証 券 が,保 有 者 に そ の 資 産 を引 き渡す(あ る

い は用 役 を提 供 す るた め に そ の 資 産 を使 用 す る)義 務 を,発 行 者 に負 わ せ るか

否 か に 基 づ い て 負 債 と 持 分 を 区 分 す る」(FASB[1993]par.164,FASB

[1995a]par.卑5)こ と とさ れ て い る。 こ の こ とか ら1990年 討 議 資 料 に お い

て想 定 され て い た 「負 債 ・持 分 の 区 分 の規 準 」 は,以 後 の討 論 に お いて もそ の

ま ま継承 され て い った こ とが わ か る。

しか しこの よ うな規 準 が そ の ま ま適 用 さ れ る と,既 存 の 会計 ル ー ル のい くつ

か は修 正 を余 儀 な くさ れ るで あ ろ う。 と りわ け強 制 償 還優 先 株 式 やPOW等

の,一 定価 格 で 自社 の株 式 を現 金 も し くは 資 産 で 買戻 す義 務 に 関す る.会計 ル ー

ル に つ い て は,修 正 の 必 要 が あ ろ う。 強 制 償 還 優 先 株 式 の現 行 の 会計 ルー ル

(SEC[1979]〉 は,強 制 償 還 優 先 株 式 を.一時 的持 分 と表 示 す べ しと規 定 して い

る が,こ の ルー ル は 負 債 と持 分 の 中 間 項 目 を 認 め る も の で あ り(Nairetal.

[1990]p.36),本 稿 で み て きた よ う な負 債 ・持 分 の 区 分 に 関 す る議 論 か らす れ

ば,か か る ルー ル はFASBと して は容 認 し え な い はず で あ る。 よ っ て,..一定

価 格 で 自社 の株式 を現 金 も し くは資 産 で 買戻 す 義 務 が 優 先 株 式 に付 加 さ れ た 強

制 償 還優 先 株 式 は,米 国 会計 学 会 が 述 べ て い る(AmericanAccountingAsso-

ciation'sFinancia且AccountingStandardsCommittee[1999]p.307)よ うに,

優 先 株 式 に負 債 の要 素 が付 加 さ れ た もの と して,優 先 株式 部 分 は持 分 とす る 一

方 で,償 還 オ プ シ ョ.ン部 分 は負 債 とす るのが,論 理 整 合 的 な会 計 処 理 とな る で

あ ろ う。 ま た,POWに つ い て も,一 定 価 格 で 自社 の株 式 を現 金 も し くは 資 産

で 買戻 す こ とが ライ ター に義務 づ け られ て い る場 合 につ い て は,現 行 の ルー ル

で は 持 分 とな る(EITF[1997]p.874B>が,こ う した 埠 準 が 適 用 さ れ れ ば

POWは 負 債 とと して処 理 され るべ きで あ ろ う。
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また,こ の規 準 に よれ ば,少 数 株 主 持 分 は 「少 数株 主 に対 して現 金 を支 払 う

か 他 の 資 産 を分 配 す べ き.当該.企業 の現 在 の 義 務 を 表 して い る もので は ない 」

(FASB[1985]par.254)た め,負 債 で は な く持 分 に 区 分 され るで あ ろ う。 そ

して,少 数 株 主 持 分 が 持 分 で あ る と い う こ と と論 理 整 合 的 な連 結 基 礎 概 念 が

FASBに お い て採 られ る こ と にな るで あ ろ.デ}}。

こ う した修 正 を通 じて は じめ て.,基 準 設 定 の段 階 に お い て も,概 念 書 第6号

の定 義 が 貫 徹 され る こ とに な るの で あ る 。

V総 括 と今後の課題

本 稿 で は,1990年 討 議 資 料 の検 討 を通 じて,「 負 債 ・持 分 の 区分 の規 準 」 と

そ の含 意 につ い て 検 討 して きた.。そ の議 論 を整 理 す る と,以 下 の とお りとな る。

(1)1990年 討議 資料 に お い てFASBは,現 行 の 概 念 フ レー ム ワー ク の維 持

を念 頭 に置 い て お り,現 行 の概 念 フ レー ム ワ ー ク を変 更 す る意 図 を有 して

い ない 。

(2)そ してFASBの1990年 討 議 資 料 に お い て は,資 産 を引 渡 す義 務 を負 債

とみ な し,持 分 金 融 商 品 を 引渡 す 義 務 を持 分 と区 分 し よ う と して い る。 こ

う した規 準 は,FASBの 概 念 フ レー ム ワ ー ク の負 債 お よ び 持 分 の定 義 に

合 致 して い る もの と考 え ら れ る。.

〔3)こ の規 準 がFASBに よ っ て 適 用 さ れ れ ば,POWや 償 還 優 先 株 式 な ど

の,株 式 を買 戻 す義 務 に 関す る米 国 の 現 行 規 定 や ルー ル は,一 定 の修.正を

余 儀 な くさ れ る で あ ろ う。 ま た,少 数 株 主持 分 は 将 来 の経 済 的便 益 の犠牲

に な らな い とい う理 由で 持 分 と され,そ の こ と と論 理 整 合 的 な連 結 基礎 概

念 が採 用 され るで あ ろ う。

20)連 結基礎概 念の問題を扱 ったFASB討 議資料(FASB[1991】)で は,経 済的単 ・体概念 にお

いて少数株主持分が持分 とされ てい る(FASB「19911nn.桝 一35)。 したがってFASBは 連 結基

礎概念 として経済的単一体概念を採 用 しよ うとしている もの と解 され る。げ んに1995年 に公 表さ

れたFASB公 開草案(FASB[19956])で は,経 済的単 ・体概 念が採用 され ている。
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FASBが 想 定 す る こ の よ うな負 債 ・.持分 の 区 分 規 準 は,将 来 の経 済 的 便 益

の犠 牲,す なわ ち資 産 の 引 渡 し とい うFASB概 念 フ レー ム ワLク の負 債 の定

義 を適 用 した 結 果 にほ か な らな い 。概 念 フ レー ム ワ ー ク に おい て,財 務 諸 表 の

構 成 諸 要 素 の 定 義,と りわ け 「将来 の経 済 的便 益 」 た る資 産概 念 の 定 義 を中心

に した 会 計 計 算 構 造 を構 築 して き たFASBに とっ て は こ う した規 準 は,き わ

め て論 理 整 合 的 な規 準 とい える で あ ろ デ η。 しか し,現 行 の 会計 基 準 は必 ず し

も この規 準 の とお り.にな って い な い の で,既 存 の 会計 基 準 の 中で 修 正 を要 す る

.ものが あ るで あ ろ う。 こ う した 問題 は概 念 フ レー ム ワ ー ク の適 用 の 次 元 にお け

る 問 題 で あ り,過 去 のFASBの 基拳 設 定 活 動 が,蜷 ず し も概 念 フ レー ム ワー

クに依 拠 す るか た ちで 展 開 され て い な か った こ.とを示 唆 す る もの と考 え られ る

.ので あ る。

(2000年10月19日 脱稿)
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